
アクセ スマップ

交 通 のご 案 内
電車をご利用の場合
銀座線「虎ノ門」駅 11番出口より徒歩 1分
千代田線、日比谷線、丸の内線「霞ケ関」駅 A13番出口より徒歩 5分
車をご利用の場合
上野方面からお越しの方：中央環状線「霞が関」出口から財務省上交差点を
直進、約 100m 先を左折して 100m直進した右手が駐車場入り口です。
渋谷方面からお越しの方：「霞が関」出口から財務省上交差点を直進、外務
省上交差点にてUターンしてください。一般道をご利用の場合、六本木通り「財
務省上」交差点、または桜田通り「霞が関三丁目」交差点を目標にお越しく
ださい。

一般社団法人 日本貿易会
Japan Foreign Trade Council, Inc.

（人総）人事総務グループ （政一）政策業務第一グループ
（広）広報・ＣＳＲグループ （政二）政策業務第二グループ
（調）調査グループ （政三）政策業務第三グループ
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金融庁正門正面左側の
入口からお入りいただき、
エレベーターホールから
お上がりください。

日 本 貿 易 会

一般社団法人 日本貿易会
〒100-0013 東京都千代田区霞が関3丁目2番1号 

霞が関コモンゲート西館20階　
代表番号 03-5860-9350　https://www.jftc.or.jp/
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ともに 築こう、サステナブルな 世 界を
日本 貿易 会

法人 41社� （★印 正副会長、⃝ 常任理事、◆ 理事、■ 監事）
伊藤忠商事株式会社★ 帝人フロンティア株式会社◆
伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京貿易ホールディングス株式会社■
稲畑産業株式会社⃝ 東商アソシエート株式会社
岩谷産業株式会社⃝ 豊田通商株式会社★
MNインターファッション株式会社 長瀬産業株式会社⃝
岡谷鋼機株式会社 長田通商株式会社
兼松株式会社⃝ 日星産業株式会社
極東貿易株式会社 日鉄物産株式会社⃝
興和株式会社⃝ 株式会社野澤組
CBC株式会社⃝ 野村貿易株式会社■
株式会社 JALUX 阪和興業株式会社⃝
JFE商事株式会社⃝ 株式会社ホンダトレーディング
神栄株式会社 丸紅株式会社★
神鋼商事株式会社 三井物産株式会社★
株式会社スマイル 三菱商事株式会社★
住友商事株式会社★ 明和産業株式会社
西華産業株式会社 株式会社メタルワン
全日空商事株式会社 森村商事株式会社
双日株式会社★ 八木通商株式会社
茶谷産業株式会社 ユアサ商事株式会社
蝶理株式会社⃝
団体 20団体
一般社団法人大阪貿易協会  日本繊維輸入組合
京都貿易協会 日本船舶輸出組合
一般社団法人神戸貿易協会 日本鉄道システム輸出組合
一般社団法人全国中小貿易業連盟◆ 一般社団法人日本時計輸入協会
一般社団法人日本化学品輸出入協会◆ 日本バナナ輸入組合
日本紙類輸入組合 日本輸入化粧品協会
日本機械輸出組合◆ 日本洋酒輸入協会
日本工作機械輸入協会 日本羊腸輸入組合
日本自動車輸入組合 公益社団法人福岡貿易会
日本繊維輸出組合◆ 公益社団法人横浜貿易協会◆

委員会名　　　　担当部署
総務委員会 （人総）
広報委員会 （広）
法務委員会 （政三）
地球環境委員会 （広）
財務委員会 （政一）
経理委員会 （政一）
物流委員会 （政二）
市場委員会 （政三）
貿易動向調査委員会 （調）

委員会名 担当部署
安全保障貿易管理委員会 （政二）
貿易保険委員会 （政一）
経済協力委員会 （政一）
人事委員会 （政三）
情報システム委員会 （政二）
社会貢献 ･ABIC委員会 （広）
サステナビリティ推進委員会 （広）
内部統制委員会 （政三）

正会員一覧

2023年度委員会・問い合わせ先一覧



 1 | 入会、委員会等への参加、総会・理事会など
企画グループ　 03-5860-9365
　 皆さまからのご連絡をお待ちしています。

 2  | 理事等役員、会員窓口の交代
人事総務グループ　 03-5860-9377

 3  | 日本貿易会ニュース、関係省庁からの通知
企画グループ　 03-5860-9365

日本貿易会ニュース　
　 　毎月月初にe-mailで会員宛に委員会・講演会などの開催記録・予定を送付
関係省庁からの通知

　　毎月月初発行、会員宛に関係省庁からの通知を送付

 4  | 関係省庁へのコンタクト
企画グループ　 03-5860-9365
　関係省庁へのコンタクトにつきご相談ください。

 5  | 寄付金など
人事総務グループ　 03-5860-9360
　寄付金などの取り扱いにつきご相談ください。

 6  | 会費の計算方法、請求・支払に関する問合せ
人事総務グループ　 03-5860-9363

 7  | 叙勲・褒章の推薦手続き
人事総務グループ　 03-5860-9360

 8  | 会員向け研修
政策業務第三グループ　 03-5860-9372

商社新人研修　4月開催
　　商社パーソンとしての心構え、社会人の基本マナーを学びます。
貿易会経営塾　年 2～ 3回開催（予定）
　　 商社社長経験者から経営論やリーダーシップ論を学びます（対象：入社

10年前後）。
FLAG（Future Leaders Gathering）年 2回開催

　　 グループ討議形式で同業界・同世代ネットワークを構築します（対象：
入社 5年前後）。

政策業務第二グループ　 03-6268-8790

安全保障貿易管理研修　年 1～ 2回開催 
　　安全保障貿易管理の実務対応の要点を学びます。

 9  | 事業計画・事業報告書など
企画グループ　 03-5860-9365

 10  | 講演会・セミナーへの参加、動画アーカイブ視聴
調査グループ　 03-5860-9374　chosa@jftc.or.jp

日本貿易会ゼミナール【会員対象】
　　各委員会主催の講演会・セミナーは各グループへご連絡ください。

講演会動画アーカイブ【会員対象】
　期間限定で過去のゼミナール動画を視聴していただけます。
　※要 ID・PW申請

 11  | 商社・貿易に関する説明資料 
調査グループ　 03-5860-9374　chosa@jftc.or.jp

商社ハンドブック
　 　 2022年版和文・英文を発刊、会員無料、商社の役割・ 
サービスを紹介

日本貿易の現状
　3月末発刊、和英併記、会員無料、新入社員研修に利用可
　電子ブック形式での公開を開始しました。

政策業務第二グループ　 03-6268-8790

商社の安全保障貿易管理 
　 　 商社のための安全保障貿易管理ガイダンス、商社の海外拠点に於ける安
全保障貿易管理、安全保障貿易管理用語集を会員限定で配布しています。
商社の貿易手続き
　　 商社のための EPA活用法ガイドブック、商社のための原産地自己申告制度
ガイダンスを会員限定で配布しています。

 12  | 日本貿易会月報
広報・CSRグループ　 03-5860-9354　kouhou@jftc.or.jp

日本貿易会月報
　 　毎月 15日発行、年間購読税込 5,324円（会員無料） 
　会員・官公庁・調査機関などに配布 
　　月報オンラインにてウェブ版、E-Book掲載

 13  | 商社シンポジウムの資料
広報・CSRグループ　 03-5860-9357
kouhou@jftc.or.jp

 14  | 日本貿易会のホームページ
広報・CSRグループ　 03-5860-9354
kouhou@jftc.or.jp

 15  | きっずプロジェクト
広報・CSRグループ　 03-5860-9354　kouhou@jftc.or.jp

きっずプロジェクト
未来を担う子どもたちに向けて、貿易に関わ
る商社の役割や仕事の意義について理解を
促進する活動です。きっず☆サイトの運営や
キャリア教育教材『おしごと年鑑』への協賛、
小学生向け出前授業も実施しています。

 16  | 提言・要望活動
政策業務第一グループ　 03-5860-9380 
政策業務第二グループ　 03-6268-8790 
政策業務第三グループ　 03-5860-9372 
　 各グループの担当委員会は「2023年度委員会・問い合わせ
先一覧」ご参照
　 委員会活動の他に各種の国際交流活動も行っています。

 17  | 社会貢献活動（ABIC）への参加
関係機関：特定非営利活動法人 国際社会貢献センター（ABIC）

03-6268-8604（東京）　 06-6226-7955（関西デスク） 
www.abic.or.jp 

 ABICは日本貿易会が設立したNPO法人です。商社 OB・OG
等を中心とした海外ビジネス経験豊富な人材約 3,000名が登録
し、国内外の様々な分野でのニーズに対する協力や人材の紹介
等の活動を行っています。

 18  | 本便利帳の内容
内容についてのご意見・ご要望をお寄せください。

広報・CSRグループ　 03-5860-9354
kouhou@jftc.or.jp
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組織改編に伴い、電話番号等に
一部に変更がありましたので、

旧版（2022年6月発行）とお差し替えください。


